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南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン

一部割れ/被害限定ケース
ゆっくりすべり/被害なしケース

半割れ/被害甚大ケース

・南海トラフ地震の震源域でM7.0以上8.0
未満の地震が発生

・通常とは異なるゆっくりすべりを観測

・南海トラフ地震の震源域でM8.0以上の
プレート境界型地震が発生

概要

・１週間（地震を伴う場合）
・すべりが収まったと評価されるまで（

ゆっくりすべりの場合）

・１週間
・その後、巨大地震注意対応（1週間）へ移行

対応
期間

・日頃からの備えを再確認するなど警戒
レベルを上げる

・明らかに従業員等の生命に危険が及ぶ
場合は危険を回避する措置

・その他の企業は警戒レベルを上げる

企業
対応

・日頃からの備えを再確認するなど警戒
レベルを上げる

・必要に応じて自主避難

・津波到達までに明らかに避難が完了で
きない地域の住民は避難

・それ以外の地域は警戒レベルを上げる

住民
対応

・震源付近の地域では大きな揺れ、一部
の沿岸地域では避難（地震発生を伴う
場合）

・被災地域では応急対策活動が行われる
・被災地域以外では、大きな地震動は発

生しないが、沿岸地域では大津波警報
等が発表され、住民は避難

社会
状況

巨大地震注意対応巨大地震警戒対応対応

南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)情報

南海トラフで大規模地震(M8クラス)が発生

残された領域は連動するのか？

南海トラフで地震(M7ｸﾗｽ)が発生

南海トラフの大規模地震の前震か？

ゆっくりすべり

第1編：共通編（基本的な考え方、国が発表する情報等）

H31.3策定
R1.5一部改定



南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン

第２編：住民編（地方公共団体の検討手順等）
H31.3策定
R1.5一部改定



南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン

第３編：企業編（指定公共機関、特定企業等の検討手順等）

H31.3策定
R1.5一部改定



第２編：住民編 【巨大地震警戒対応】 津波に対する避難検討

○M8.0以上の地震発生直後に発表された大津波警報または津波警報が津波注意報に

切り替わった後、避難継続が必要かどうかを検討

〇避難継続の必要性の判断は、後発地震が実際に発生してからの避難で間に合うか否
かを検討することを基本（各地方公共団体において既に検討しているものを活用）

○後発地震に備えた事前避難は、 初の地震発生から1週間継続

浸水想定区域

高台

海

避難所

②緊急避難場所等へ避難した人
のうち、事前避難対象地域内の
住民等は、大津波警報等が津波
注意報に切り替わった後、後発
地震に備えて避難所に移動

①最初の地震で大津波警報等
が発表され、避難勧告等の発
令により、浸水想定区域内の
住民等は緊急避難場所へ避難

緊急避難
場所

津波避難
ビル

津波避難
タワー

（住民事前避難対象地域）
津波浸水想定区域から避難
可能範囲を除いた地域

避難準備・高齢者等避難開始

避難勧告

（高齢者等事前避難対象地域）
津波浸水想定区域から要配慮
者の避難可能範囲及び住民事
前避難対象地域を除いた範囲


